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全国推計の出生高位仮定と整合的な

地域別将来人口推計に関する考察

小 池 司 朗

Ⅰ．はじめに

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）による全国の将来人口推計は，「日本の将来

推計人口（平成24年1月推計）」（以下，全国推計）において，出生と死亡に関してそれぞ

れ高位・中位・低位の3仮定が設けられ，それらの組み合わせにより9通りの推計結果が

提示されている（国立社会保障・人口問題研究所 2012）１）．このような複数の仮定を設定

する手法は，将来人口推計結果の不確実性を表現する有力な手法のひとつであり（石井

2006），とりわけ自然増減の動向が将来人口を大きく左右する日本全国においては，出生・

死亡の仮定を変化させた推計結果を提示することは有効と考えられる．

一方，同様に社人研が行った地域別将来人口推計では，たとえば本稿執筆時点で最新の

推計「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所

2013：以下，平成25年3月推計）において，全国推計の出生中位・死亡中位の推計値と整

合的な推計結果のみを提示しており，他には人口移動がないと仮定した場合の推計人口
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近年，地方創生の動きに合わせて地域別の将来人口推計が盛んに行われるようになると同時に，

全国的な出生率水準の変化に伴う地域人口の変化についても関心が高まってきている．本稿では，

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）による全国推計の出生高位仮定と整合的な地域別将来人

口推計をコーホート要因法によって行い，人口分布の観点からの推計結果の解釈を通じて，より簡

易な推計手法の可能性を検討した．その結果，出生仮定を一律に変化させるだけでは年齢別地域人

口分布の差異は非常に小さく，全国推計の出生中位仮定と出生高位仮定による年齢別推計人口の結

果の差異と連動して地域別人口もほぼ一様に増加するため，50年後までという長期間においても，

簡易な推計手法を用いて出生高位仮定による地域別の推計結果をほぼ正確に導き出せることが明ら

かになった．今後，地方自治体等において出生仮定を変化させた場合の推計を行う際には，本稿で

の検証結果が参考となるであろう．

1）直近の2017年4月に公表された「日本の将来推計人口（平成29年推計）」においても，同様に出生と死亡に

関してそれぞれ高位・中位・低位の3仮定が設けられている．



（封鎖人口）を参考推計として公表しているにとどまる．過去の地域別将来人口推計にお

いては，人口移動仮定を機械的に変化させた場合の推計人口を参考推計のなかで公表した

こともあったが（山内・小池 2014），出生あるいは死亡について全国推計の中位仮定以外

の仮定と整合的な推計結果を公表したことはない．その理由のひとつとして，地域別の人

口分布の観点からは，一般に2地域の人口を増減させる人口移動の影響が最も大きく，1

地域のみの人口を変化させる出生・死亡の影響は相対的に小さいことが挙げられる（小池

ほか 2007）．

しかしながら，2014年に日本創成会議によって公表された提言「ストップ少子化・地方

元気戦略」のなかで希望出生率（国民希望出生率）の概念が提示されると同時に，地方創

生が提唱されるようになり，「地方人口ビジョン」において出生仮定を上昇させた場合の

推計が行われるなど，全国的な出生率水準の変化に伴う地域人口の変化についても関心が

高まってきているように思われる．転入先・転出元の2地域の人口に加え，将来的には当

該地域の出生や死亡にも関連する人口移動と比較すると，出生（または死亡）の仮定を変

化させることによる地域人口分布への影響は小さいと考えられるものの，基準時点での年

齢別人口分布の地域間較差などによって一定の変化が生じる可能性がある．既に中野・大

塚（2014）や中川・貴志（2015）など多くの研究において，出生率の仮定を全国推計の高

位や低位に合わせた場合の地域別将来人口推計が行われており，出生率の変化が地域人口

変化に及ぼす影響の大きさが指摘されているが，いずれも人口分布に与える影響という観

点からの検証はなされていない．本稿では，全国推計の出生高位仮定と整合的なコーホー

ト要因法による地域別将来人口推計を行い，人口分布の観点からの推計結果の解釈を通じ

て，より簡易な推計手法の可能性を検討することなどを主目的とする．

Ⅱ．推計の枠組みおよび推計手法

本稿で行う推計の枠組みは平成25年3月推計と基本的に同様であるが，短期間では地域

差が生じにくい可能性を考慮して，推計期間を2010～2060年の50年間とした（平成25年3

月推計の推計期間は2010～2040年の30年間）．すなわち，2010年の国勢調査人口を基準と

して，2060年まで50年間における市区町村別人口を男女5歳階級別に推計する．ただし福

島県については平成25年3月推計と同様，県全体のみの推計を行っており，推計対象地域

は平成25年3月1日現在の1県（福島県）と，福島県内市町村以外の1,799市区町村の合

計1,800地域である２）．

推計のシナリオは，全国推計の出生中位・死亡中位仮定（以下，全国推計の出生中位仮

定）と整合的な推計（以下，基本仮定）に加えて，全国推計の出生高位・死亡中位仮定

（以下，全国推計の出生高位仮定）と整合的な推計（以下，出生高位仮定）の2パターン

である．推計手法も平成25年3月推計と同様，コーホート要因法を用いた．コーホート要
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2）具体的な市区町村名については，国立社会保障・人口問題研究所（2013）を参照されたい．



因法には設定する仮定値の種類によって多くの組み合わせがあるが，平成25年3月推計と

同じコーホート要因法によれば，基準人口に加えて，①将来の生残率，②将来の純移動率，

③将来の子ども女性比および将来の0～4歳性比，のそれぞれ仮定値が必要となる．これ

らのうち，生残率と純移動率については，基本仮定・出生高位仮定とも同じ値を用いるこ

ととし，2040年までは双方とも平成25年3月推計と同じ仮定値を適用した．2040～2060年

については，生残率は全国推計の出生中位仮定における2035～2040年から2040～2045年以

降の男女年齢別生残率の上昇率を各地域に一律に適用することにより設定した．純移動率

は，2015～2020年以降一定としている仮定をそのまま2055～2060年まで延長した．平成25

年3月推計における生残率・純移動率仮定値設定の詳細については，国立社会保障・人口

問題研究所（2013）を参照されたい．

本稿で行う推計のポイントとなる子ども女性比について，基本仮定では2040年まで平成

25年3月推計と同じ値を用いた．すなわち，ある地域i，t年の子ども女性比の仮定値

CWRi・t・は，

CWRi・t・・CWR
M
Z・t・・Ri・2010・ ただし，Ri・2010・・

CWRi・2010・

CWRZ・2010・
・・・①

である．ここで，CWR
M
Z・t・：全国推計の出生中位仮定によるt年（2015～2060年）の子

ども女性比，CWRi・2010・：2010年国勢調査による地域iの子ども女性比，CWRZ・2010・：

2010年国勢調査による全国の子ども女性比，である．すなわち，子ども女性比を出生力指

標と捉え，全国と各地域との2010年時点における出生力の較差が推計期間中一定と仮定し

ている３）．全国推計では2060年までの推計結果が公表されているため，同様の手法により

2060年までの基本仮定による仮定値を算出した．

これと同様の考え方に基づけば，出生高位仮定による仮定値 CWR
H
i・t・は，①式の

CWR
M
Z・t・を全国推計の出生高位仮定による子ども女性比に置き換えるだけである．すな

わち，

CWR
H
i・t・・CWR

H
Z・t・・Ri・2010・

である．ここで，CWR
H
Z・t・：全国推計の出生高位仮定によるt年（2015～2060年）の子

ども女性比である．地域別の出生仮定設定に関しては，ほかにも出生力変化の地域間較差

を反映させるなど様々な可能性があるが，近年の地域別出生率は概ね全国水準と連動して

変化する傾向があり，投影の観点からの仮定値設定手法としては，出生力を各地域で一律

に変化させる仮定は妥当であると考えられる．

また0～4歳性比は，基本仮定では全国推計の出生中位仮定による推計結果の0～4歳
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3）平成25年3月推計においては，2010年の子ども女性比が過去の趨勢から大きく乖離する地域について，

Ri・2010・の代わりに，1995～2010年の4時点の国勢調査から得られる子ども女性比の較差（比）の平均値を

適用している．これに該当する具体的な地域については，国立社会保障・人口問題研究所（2013）を参照され

たい．



性比，高位仮定では全国推計の出生高位仮定による推計結果の0～4歳性比を，それぞれ

2015～2060年において各地域に一律に適用した．

以上により求められた子ども女性比・0～4歳性比の仮定値，およびその他の仮定値を

適用して推計計算を行い，地域別男女年齢別推計人口の合計が，基本仮定では全国推計の

出生中位仮定，出生高位仮定では全国推計の出生高位仮定による，それぞれ男女年齢別推

計人口と合致するように一律補正を行ったものを最終的な推計結果とした．その結果，基

本仮定による推計結果は2040年まで平成25年3月推計と一致し４），2045～2060年について

新たな推計結果が得られることになる．以下では，出生高位仮定による推計結果について

述べる．

Ⅲ．出生高位仮定による推計結果の概要と考察

本節では，出生高位仮定による推計結果の概要および解釈・考察等について，2025年以

前と2030年以降に分けて記す．

1． 2025年以前

上述の推計手法により，出生高位仮定による2060年までの推計結果が算出されるが，

2025年以前についてはコーホート要因法による推計計算を行うまでもなく，基本仮定によ

る地域別推計人口と全国推計の結果を用いて算出することができる．たとえば2015年にお

いては，生残率と純移動率は平成25年3月推計の仮定値を適用しているため，5歳以上人

口は平成25年3月推計と同じ値になる．異なるのは0～4歳人口のみであるが，0～4歳

人口の算出に用いる15～49歳女子人口も平成25年3月推計と同じ値であり，子ども女性比

の仮定値だけが全国の0～4歳推計人口に合わせて全地域で一律に変化する．すなわち，

任意の地域jにおける出生高位仮定による2015年総人口推計値（P
H
i・2015・）は，下式に

より算出される．

P
H
i・2015・・ ・

j,x・5

P
M
i・2015・j,x・・

j

・P
M
i・2015・j,0・

P
H
Z・2015・j,0

P
M
Z・2015・j,0

・

ここで，P
M
i・2015・j,x：基本仮定による2015年の性j，年齢x～x・4歳人口，P

M
Z・2015・j,0：

全国の出生中位仮定による全国の性j，0～4歳人口，P
H
Z・2015・j,0：全国の出生高位仮定

による全国の性j，0～4歳人口，である．つまり，基本仮定による5歳以上人口に，基

本仮定による男女別0～4人口に全国推計の男女別0～4歳人口の出生中位推計と出生高

位推計の比（以下，中位高位人口比）を乗じた値を加えるだけである．2010年以降に出生

するコーホートが15歳以上となる2025年までは，基本仮定・出生高位仮定ともに15～49歳

女子人口は同じ値となり，0～4歳人口は子ども女性比の水準にしたがって一律に差異が
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4）平成25年3月推計では男女各年齢について推計値の整数化を行っているが，本稿の推計では整数化を行わな

いため，推計値が微妙に異なる場合がある．



生じる．したがって，2025年までに出生するコーホートでは出生高位仮定による人口規模

は基本仮定と比較して増加するものの，0～4歳人口の地域分布（各地域人口が全国人口

に占めるシェア）は，基本仮定と同一になる．

また2010年以降に出生するコーホートは，同じ生残率と純移動率の仮定値を適用する限

り基本仮定からの地域分布の乖離は生じないため，基本仮定による推計結果と全国の出生

中位推計と出生高位推計の結果のみを用いて，出生高位仮定による地域別推計人口を完全

に導き出すことが可能である．こうした簡易な推計が可能であるのは，ひとつは出生の仮

定値として子ども女性比を用いていることによる．たとえば，出生率の仮定値として年齢

別出生率を用いた場合，出生率を一律に変化させたとしても，再生産年齢人口（本推計で

は15～49歳女子人口）のなかの年齢分布によって，出生数（および0～4歳人口）の地域

分布に差異が生じる．一方，子ども女性比を用いた場合は，再生産年齢人口の合計によっ

て0～4歳人口が算出されるため，再生産年齢人口のなかの年齢分布は考慮されない．し

たがって，子ども女性比の仮定値を基本仮定から一律に変化させた場合，2010年以降に出

生するコーホートが再生産年齢に達するまでは，0～4歳人口の規模は変化するものの，

基本仮定からの地域分布の差異は生じないことになる．問題は，年齢別出生率を用いた場

合と子ども女性比を用いた場合でどの程度推計結果が乖離するかという点であるが，都道

府県別人口を対象として両仮定値により推計を行った場合，実績値との乖離はほぼ同程度

であり（山内 2014），再生産年齢人口内の年齢分布が考慮されたとしても，推計結果に大

きな差異は生じないものと考えられる．

もうひとつは，人口移動の仮定値として純移動率を用いていることによる．純移動率の

仮定値によれば，2010年以降に出生するコーホートが5歳以上になっても，基本仮定と出

生高位仮定との間で地域分布の差異は生じない．たとえば，地域iにおける2015～2020年

の性j， 0～4歳→5～9歳の純移動率仮定値（ni・2015・j,0）がマイナスの場合，出生高

位仮定による2020年性j，5～9歳人口（P
H
i・2020・j,5）は，下式によって算出される．

P
H
i・2020・j,5・P

H
i・2015・j,0・・si・2015・j,0・ni・2015・j,0・

ここで，P
H
i・2015・j,0：出生高位仮定による地域iの性j， 0～4歳人口，si・2015・j,0：地

域i，2015→2020年の性j，0～4歳→5～9歳生残率，ni・2015・j,0：地域i，2015→2020

年の性j，0～4歳→5～9歳純移動率，である．右辺を分配すれば，第一項が生残数，

第二項が純移動数となる．つまり，地域iの2015年0～4歳人口に単純に比例する形で純

移動数（および生残数）が算出されるため，2020年5～9歳人口の地域分布は，基本仮定

による2020年5～9歳人口の地域分布と同一になる．

一方，純移動率仮定値がプラスの場合には，「全国（男女別）0～4歳人口－地域iの

（男女別）0～4歳人口」を分母とする純移動率を設定し，2015年の「全国0～4歳人口－

地域 iの 0～4歳人口」 に2015～2020年の 0～4歳→ 5～9歳の純移動率仮定値

（ni'・2015・j,0）を乗じて純移動数が算出される（小池 2008，国立社会保障・人口問題研究
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所 2013）．すなわち，

P
H
i・2020・j,5・P

H
i・2015・j,0・si・2015・j,0・・P

H
Z・2015・j,0・P

H
i・2015・j,0・・ni'・2015・j,0

本式によれば，「全国0～4歳人口－地域iの0～4歳人口」に比例する形で純移動数が

算出されるが，上述のとおり，出生高位仮定による地域iの0～4歳人口は全国0～4歳

人口と同様に，全国推計の中位高位人口比にしたがって基本仮定から差異が生じるため，

2020年5～9歳人口の地域分布は，やはり基本仮定による2020年5～9歳人口と同一にな

る．こうして，2010年以降に出生するコーホートでは，出生高位仮定による人口規模は基

本仮定から増加するものの，推計期間を通して地域分布は基本仮定と同一になる．

純移動率モデルではなく多地域モデルによれば，2010年以降に出生するコーホートも出

生仮定の違いによって加齢とともに地域分布に差異が生じる．しかし，多地域モデルにお

いて人口移動傾向を一定とした場合，平成25年3月推計の仮定と同様に純移動率は縮小す

る方向に動くことから（小池 2015），多地域モデルを適用した場合でも，出生高位仮定に

おいて平成25年3月推計の基本仮定による地域分布から大きく乖離する可能性は小さいと

考えられる．

2． 2030年以降

2030年以降は，2010年時点で存在するコーホートと2010年以降に出生するコーホートと

の間の人口分布の違いにより，出生高位仮定では若干ながら基本仮定から地域分布が乖離

する．たとえば2030年においては，再生産年齢人口のなかで20～49歳人口は基本仮定と同

一であり，15～19歳人口が基本仮定から一律に増加しているが，20～49歳人口と15～19歳

人口の分布の違いにより，0～4歳人口の地域分布も基本仮定から乖離することになる．

したがって，上述の簡易な推計手法ではコーホート要因法による推計結果を完全に再現す

ることはできない．

しかし実際には地域分布の基本仮定からの乖離は非常に小さく，推計最終時点の2060年

の0～4歳人口においても地域分布の差異はごくわずかにとどまる．地域分布の差異を考

慮しない簡易推計法によれば，出生高位仮定による地域iの2060年の性j，0～4歳人口

（P
H
i・2060・j,0）は，下式によって算出される．

P
H
i・2060・j,0・P

M
i・2060・j,0・

P
H
Z・2060・s,0

P
M
Z・2060・s,0

本式によって算出した2060年0～4歳人口をコーホート要因法による推計計算から求め

られた2060年0～4歳人口と比較し，その誤差率の分布を示したのが図1である．誤差が

拡大する可能性が最も高い基準時点から50年後の0～4歳人口でも，誤差の水準はきわめ

て小さく，±0.1％以内に556地域（30.9％），±0.3％以内に1,314地域（73.0％），±0.5％

以内に1,628地域（90.4％）がそれぞれ含まれる．
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そこで，任意の年・任意の地域における出生高位仮定の男女年齢別人口を，基本仮定の

男女年齢別人口と全国推計の男女年齢別中位高位人口比の積として求め，総人口はそれら

の和とする簡易推計法が考えられる．この推計手法によれば，出生高位仮定による地域i

のt年総人口（P
H
i・t・）は，

P
H
i・t・・・

j,x

・P
M
i・t・j,x・

P
H
Z・t・j,x

P
M
Z・t・j,x

・

となる．全国推計結果から求めた年齢別中位高位人口比の一覧は表1のとおりであり，

2010年0～4歳以上のコーホートでは中位高位人口比は当然ながら1となる．図2は，コー

ホート要因法による推計計算から求めた総人口を基準として，簡易な算出方法によって求

めた2030年以降の総人口の平均絶対誤差率（MAPE）の推移を，2010年の総人口規模別

に示したものである．総人口規模が小さくなるほど，また年次が進むほど誤差率はやや拡

大する傾向があるものの，最も誤差率が大きい2055年の総人口1万人未満のカテゴリーに

おいてもMAPEは0.09％に収まっており，総人口の誤差は無視できるレベルといえる．

総人口の誤差が非常に小さくなる要因のひとつとして，誤差の生じる可能性のある若年層

人口の総人口に占めるシェアが推計期間を追うごとに低下していくことも挙げられよう．

―191―

図１ コーホート要因法による推計値と比較した

簡易推計法による推計値の誤差率分布（2060年０～４歳）

注：地域は国立社会保障・人口問題研究所（2013）と同じ福島県および
1,799市区町村



一例として札幌市中央区を対象とし，基本仮定による年齢別人口と年齢別中位高位人口

比を用いて簡易推計法によって求めた出生高位仮定の2040年の推計結果，およびコーホー

ト要因法による推計計算から求めた出生高位仮定の2040年の推計結果と両者の比較を表2

に示した．
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表１ 男女年齢別，中位高位人口比

2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

男

0～4歳 1.19509 1.18995 1.20931 1.26216 1.33250 1.38663 1.40782

5～9歳 1.20491 1.19483 1.18969 1.20904 1.26186 1.33219 1.38631

10～14歳 1.17091 1.20462 1.19455 1.18941 1.20874 1.26154 1.33185

15～19歳 1.06956 1.17043 1.20419 1.19414 1.18898 1.20828 1.26104

20～24歳 1 1.06916 1.17003 1.20388 1.19383 1.18866 1.20792

25～29歳 1 1 1.06927 1.17011 1.20387 1.19381 1.18866

30～34歳 1 1 1 1.06935 1.17017 1.20387 1.19380

35～39歳 1 1 1 1 1.06939 1.17020 1.20386

40～44歳 1 1 1 1 1 1.06940 1.17021

45～49歳 1 1 1 1 1 1 1.06943

50～54歳以上 1 1 1 1 1 1 1

女

0～4歳 1.19500 1.18986 1.20922 1.26206 1.33240 1.38652 1.40772

5～9歳 1.20469 1.19461 1.18947 1.20882 1.26163 1.33194 1.38606

10～14歳 1.17066 1.20430 1.19423 1.18908 1.20841 1.26120 1.33149

15～19歳 1.06935 1.17000 1.20373 1.19367 1.18851 1.20780 1.26052

20～24歳 1 1.06886 1.16950 1.20326 1.19322 1.18804 1.20729

25～29歳 1 1 1.06898 1.16959 1.20325 1.19319 1.18804

30～34歳 1 1 1 1.06905 1.16964 1.20324 1.19318

35～39歳 1 1 1 1 1.06907 1.16965 1.20323

40～44歳 1 1 1 1 1 1.06907 1.16964

45～49歳 1 1 1 1 1 1 1.06908

50～54歳以上 1 1 1 1 1 1 1

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」より算出

図２ 2010年の人口規模別，コーホート要因法による推計値と比較した

簡易推計法による推計値の誤差（2030～2060年総人口）



Ⅳ．おわりに

本稿では，全国推計の出生高位仮定による推計結果と整合的な地域別将来人口推計を

2060年までコーホート要因法によって行うとともに，推計結果をもとに，より簡易な推計

手法を提示した．平成25年3月推計では，出生・移動に関して，それぞれ子ども女性比・

純移動率を仮定値として用いていることも影響しているものの，出生仮定を一律に変化さ

せるだけでは年齢別地域人口分布の差異は非常に小さく，全国推計の出生中位仮定と出生

高位仮定による年齢別推計人口の結果の差異と連動して地域別人口もほぼ一様に増加する

ため，50年後までという長期間においても，簡易な推計手法を用いて出生高位仮定による

地域別の推計結果をほぼ正確に導き出せることが明らかになった．出生率と同様，地域別

死亡率（または生残率）に関しても全国水準と概ね連動して変化する傾向があることから，

基本的には人口移動仮定を変化させない限り，推計期間中の地域人口分布は基本仮定から

大きく乖離しないとみなしてよいだろう．本稿では全国推計の出生高位仮定と整合的な推

計を行ったが，出生低位仮定やその他の出生仮定と整合的な地域別将来人口推計結果につ

いても，当該仮定による全国人口の推計結果と基本仮定による地域別人口の推計結果が所

与であれば，コーホート要因法による推計計算を行うまでもなく，本稿と同様の簡易推計
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表２ 簡易推計法による出生高位仮定の推計値算出例と

コーホート要因法による推計値との比較（札幌市中央区：2040年）

基本仮定
推計値
（人）
①

中位高位
人口比
②

高位仮定
簡易推計値
（人）
①×②

高位仮定
コーホート
要因法
推計値
（人）

誤差（人）

男

0～4歳 2,471 1.20931 2,988 2,970 18

5～9歳 2,726 1.18969 3,243 3,224 19

10～14歳 2,959 1.19455 3,535 3,527 8

15～19歳 3,301 1.20419 3,975 3,975 0

20～24歳 4,249 1.17003 4,971 4,971 0

25～29歳 5,376 1.06927 5,748 5,748 0

30～34歳以上 88,211 1.00000 88,211 88,211 0

男計 109,292 － 112,671 112,626 45

女

0～4歳 2,344 1.20922 2,835 2,818 17

5～9歳 2,584 1.18947 3,073 3,055 18

10～14歳 2,832 1.19423 3,382 3,374 8

15～19歳 3,421 1.20373 4,118 4,118 0

20～24歳 4,740 1.16950 5,544 5,544 0

25～29歳 5,741 1.06898 6,137 6,137 0

30～34歳以上 107,137 1.00000 107,137 107,137 0

女計 128,799 － 132,226 132,183 43

合計 238,091 － 244,896 244,809 88

注：「基本仮定推計値」は，小数点以下を含んだ計算結果であるため，
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月
推計）」による推計結果と微妙に異なる場合がある．



法により算出可能である．今後，地方自治体等において出生仮定を変化させた場合の推計

を行う際には，本稿での検証結果が参考となるであろう．

一方，出生仮定に子ども女性比以外の仮定値（たとえば年齢別出生率など），さらに人

口移動モデルに純移動率モデルではなく多地域モデルをそれぞれ適用した場合には，出生

仮定を各地域で一律に変化させたとしても，実際の人口分布変化のメカニズムにより近い

形で基本仮定から年齢別地域人口分布の乖離が生じることになる．そのような場合に，本

稿で提示した年齢別地域人口分布の乖離が生じないとする簡易推計法によって，どこまで

推計結果を再現できるかについては検討の余地がある．出生仮定を各地域で一律に変化さ

せない場合や，死亡や人口移動に種々の仮定を適用した場合の推計結果の検証を含め，今

後の課題としたい．

（2017年6月10日査読終了）
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本研究は，厚生労働行政推進調査事業費補助金「国際的・地域的視野から見た少子化・高齢化の
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OnRegionalPopulationProjectionsConsistentwithHighFertility
AssumptionofPopulationProjectionsforJapan

ShiroKOIKE

Inrecentyears,moreandmoreattentionhasbeenfocusedontheregionalpopulationchange

alongwithnationalfertilitychange,aswellasregionalpopulationprojectionsarousedbyregional

revitalizationmovement.Inthispaper,regionalpopulationprojectionsbycohortcomponent

method,whichareconsistentwithhighfertilityassumptionofpopulationprojectionsforJapanby

IPSS,areimplementedandthepossibilityofeasierprojectionmethodsareexaminedthoroughthe

explanationofprojectionresultsfromtheperspectiveofpopulationdistribution.Asaresult,be-

causethepopulationdistributiondifferencesbyageareverysmallbyalteringonlyfertilityassump-

tionuniformly,andprojectionresultsofregionsbyageincreasealmosttogetherwithdifferences

ofthosebyhighfertilityassumptionandmediumfertilityassumptionforJapan,itmakesclearthat

regionalpopulationprojectionsbyhighfertilityassumptioncanbeledbyaneasierprojection

method,eveniftothelongprojectionhorizonsof50years.Theexaminationofthispaperwillbe

usefulwhenlocalgovernmentsorotherorganizationsimplementregionalpopulationprojections

byalteringfertilityassumption.




